
～ 大阪産業局から、中小企業の皆様に成長と発展に役立つ情報をお届けいたします ～

2023.
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●

● 加算金

20万円/社（定額）

大阪府の区域内に事業所があり、その事業所において従業員を1名以上雇用している中小企業等
　その他、詳細は募集要項をご確認ください。

・就業規則、賃金規程等の整備 ・社内掲示、社内報への掲載など ・自社ＨＰ等に明示
・求人票等に明示

2023年11月14日(火)から2024年2月29日(木)

■第1期 　終了

■第2期 2023年12月1日から2024年1月18日
■第3期 2024年1月19日から2024年2月29日

原則、オンライン申請 　オンライン申請が困難な場合は、郵送(レターパックライト)

大阪府奨学金返還支援制度導入促進支援金コールセンター

☎  06-4792-9010（土日祝日・年末年始除く 9:00～18:00）

● 産業集積促進地域(＊)における工場又は研究開発施設　＊工業専用地域、工業地域等で知事が指定する地域

● 研究開発施設の投資促進を奨励する市町村における先端産業の研究開発施設

　　　その他の要件、詳細はHPからご確認ください。

補助対象となる家屋の建築等や償却資産の取得に係る契約又は発注のうち最も早い日の前日まで

上限 3,000万円 家屋・機械設備等の５％（府内に本店・工場・研究開発施設を持つ企業は10％）

大阪府 商工労働部 中小企業支援室ものづくり支援課 ものづくり振興グループ

☎  06-6210-9470（土日祝日・年末年始除く）

上記のほか、大阪に立地する企業・事業所の成長を全力でサポートする 優遇制度(補助金・税制) があります。　詳しくは ➡

補助率・額

お問合せ先

既存工業集積地の維持・発展に向けて、市町村のまちづくりと連携し、ものづくり中小企業の投資を促進するため、工

場等の新築や増改築を行う企業に対して補助

対象施設

補助要件 ・ 中小企業（中小企業信用保険法）であること

・ 補助対象経費の総額が１億円以上(税抜)であること

・ 操業開始日の府内常用雇用者数が交付申請日における府内常用雇用者の数を下回らないこと

申請期限

※申請には、奨学金返還支援制度を導入したこと、従業員等へ周知したこと、導入していることを社外に明示したこと、

を確認できる書類が必要となります。

申請期間

申請多数により期間終了までに予算上限に達した場合

は、その時点で申請受付は中止となります。

申請方法

お問合せ先

大阪府企業立地促進補助金（府内投資促進補助金）

支給対象

申請の流れ 奨学金返還支援制度の

規定を整備
従業員への制度周知 制度導入を公表 申　請

大阪府奨学金返還支援制度導入促進支援金

奨学金を返還しながら働く若者の負担を軽減するとともに、府内中小企業等における人材確保・定着につなげるため、

「奨学金返還支援制度」（従業員等に対し、奨学金返還に係る手当等を支給、または、従業員等に代わって奨学金を返還）を新

たに導入した事業者に支援金（最大50万円）を支給

支援金額 大阪府育英会(高校等)の奨学金を対象にした返還支援制度を新たに

導入した場合
30万円/社（定額）

大阪府育英会に加え、日本学生支援機構(大学等)の奨学金を対象にした

制度を新たに導入した場合

https://www.pref.osaka.lg.jp/koyotaisaku/shogakukin/shienkin.html
https://www.pref.osaka.lg.jp/ritchi/treatment/
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「中小企業お役立ち情報」のバックナンバーは、

大阪産業局のホームページでご覧いただけます。

 インボイス制度 （2023年10月1日開始）の支援措置をご存じですか？

 ■ 納税額が売上税額の２割に軽減！

 ２割特例（インボイス発行事業者となる小規模事業者に対する負担軽減措置）

インボイス発行事業者は消費税の申告が必要となります。（基準期間の課税売上高が1,000万円以下の場合も申告が必要です）

適用対象者　 ：　インボイス制度を機に免税事業者からインボイス発行事業者として課税事業者になった者

適用期間 ：　2023年(令和5年)10月1日から2026年(令和8年)9月30日までの日の属する課税期間

一般課税、簡易課税のどちらを選択していても適用可能。適用に当たっての事前届出は不要で申告時に適用するかの選択が可能です！

 ■ 補助金の拡充や事務負担の軽減

 小規模事業者持続化補助金

全ての枠で一律に50万円の補助上限を上乗せし、販路開拓(税理士への相談費用を含む)を支援

 IT導入補助金

デジタル化基盤導入類型について、安価な会計ソフトも対象となるよう、補助下限額が撤廃

 少額特例（一定規模以下の事業者に対する事務負担の軽減措置）

少額（税込１万円未満）の課税仕入れについて、インボイスの保存がなくとも一定の事項を記載した帳簿の保存のみで仕入税額控除が可能

 ■ 登録申請

2024年3月4日(月)から2024年3月15日(金)

　【完全事前予約制個別面談】

申込受付　　 2023年12月13日(水)から2024年1月17日(水)

募集対象 大阪府内に製造(加工)を行う工場を有する中小企業者及びサービス業者

受注企業の申込書により、発注企業側が面談する企業を決めます。(2024年2月中旬頃）

発注案件一覧はHPでご確認ください。参加申込書をダウンロードし、メールにてお申込みください。

　お問合せ先　 公益財団法人大阪産業局　MOBIO事業部 取引支援チーム

 ☎ 06-6748-1144 【E-mail】 mobio_torihiki@obda.or.jp

●一般参加催事を募集中！ ●「テーマウィーク」のウィークカレンダーが決定！

参加型
地域のコミュニティが一体となって参加できる場（祭り、

ワークショップ、パレードなど）

テーマウィークの期間は、会場内外でテーマに関連する

イベント等が予定されています！ご期待ください。

発表型
挑戦者のアイデアやストーリーを発信する場（ダンス・舞

踊、プレゼンスタイル、コンサート・-お笑いイベントなど）

展示型
多様な文化や芸術の発表の場（展覧会方式、アートイ

ンスタレーションなど） 開催まであと、495日
（2023.12.5時点）

受注企業の募集ページは

12月13日公開予定　➡

2025年大阪・関西万博 関連情報
大阪産業局

 万博共創ビジネス推進部

　催事コンセプト ： 『その一歩が未来を動かす』 「テーマウィーク」とは、世界が半年の長きにわたり同じ場所に集う

万博の特性を活かし、地球的規模の課題解決に向けて英知を

持ち寄り、対話による解決策を探る取り組みです。このたび、８

つのテーマについて、各テーマごとの開催期間（テーマウィークカレ

ンダー)が決定しました。

ワクワクする未来を身近に感じられるような、「参

加型」・「発表型」・「展示型」などあらゆる形態・

ジャンルの催事を募集しています。（募集期間：

2023年12月31日まで）

課税事業者の方は原則として登録を受けた日から、免税事業者の方は登録申請の際に登録希望日（提出日から15日以降の登録を受け

る日として事業者が希望する日）を記載することで、その登録希望日から登録を受けることができます。

令和5年度 六都府県オンライン商談会

日時 ：

東京都・神奈川県・愛知県・大阪府・兵庫県・福岡県の公的な中小企業支援機関が連携して、オンライン会議シス

テムを利用した、事前マッチング方式での商談会を開催します。新たなビジネスパートナーの発掘にぜひご参加ください。

受注企業の募集 がはじまります！

発注企業 92社参加

財務省ＨＰ
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